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Ⅰ 令和３年第２回県議会定例会提出議案等一覧 

 
（予   算） 
１ 令和３年度茨城県一般会計補正予算（第２号） 

 

（条例その他） 

 １ 茨城県県税条例の一部を改正する条例 

２ 茨城県過疎地域等における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例 

３ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

４ 茨城県立県民文化センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 ５ 茨城県新型コロナウイルス感染症の発生の予防又はまん延の防止と社会経済活動との両立を図るた

めの措置を定める条例の一部を改正する条例 

６ 生活保護法等に基づき保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

７ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例 

８ 茨城県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

９ 道路法に基づき県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例 

10 茨城県県立学校設置条例の一部を改正する条例 

11 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき移動等円滑化のために必要な信号

機等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

12 県有財産の売却処分について 

 

（報   告） 

１ 地方自治法第179条第1項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和３年度６月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や県内産業等への支援などに必要な予算の計上につ

いて、スピード感をもって対応するもの。 

・ 今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３２４，５８９ ２，１６２ １，３２６，７５１ 

  ※特別会計・企業会計に係る補正予算なし。 

 

＜参考１＞ 一般財源基金の予算計上額等 （単位：百万円） 

繰 入 金 １，０００ 

残  高  ５２，０５８ 

 

＜参考２＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模          （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １９１，４７１ ２，１６２] １９３，６３３ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

３ 主な事業 

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備等                 ６７５ 

・ 感染症予防医療法施行事業                       ６７５ 

（感染拡大地域に対する積極的ＰＣＲ検査の実施、ワクチン接種に係る医療従事者確保支援） 

 

（２） 県内産業等への支援                         ４８７ 

・ いば旅あんしん割事業                         ４８７ 

（感染症検査付き宿泊旅行商品を造成する県内宿泊施設等に対する支援の拡充） 

 

（３）今後への備え                          １，０００ 

・ 予備費                              １，０００ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２２６  －  ８，２２６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，６４７  －  １７，６４７  

国 庫 支 出 金 ２０１，３４７  １，１６２  ２０２，５０９  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ４１，０８５  １，０００  ４２，０８５  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １７５，８９５  －  １７５，８９５  

県 債 １６３，９１１  －  １６３，９１１  

計 １，３２４，５８９  ２，１６２  １，３２６，７５１  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４６，９９８  －  ４６，９９８  

企 画 開 発 費 １０，９１８  －  １０，９１８  

生 活 環 境 費 １４，５８５  －  １４，５８５  

保 健 福 祉 費 ２６５，４４３  ６７５  ２６６，１１８  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，３７８  －  ４８，３７８  

商 工 費 １９４，８８５  ４８７  １９５，３７２  

土 木 費 １０３，６１６  －  １０３，６１６  

警 察 費 ６４，１８４  －  ６４，１８４  

教 育 費 ２７０，９６７  －  ２７０，９６７  

災 害 復 旧 費 ９８８  －  ９８８  

公 債 費 １４６，４３９  －  １４６，４３９  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ２，０００  １，０００  ３，０００  

計 １，３２４，５８９  ２，１６２  １，３２６，７５１  
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Ⅲ 条例その他の議案の概要 

議   案 内    容 

（税務課） 

茨城県県税条例の一部を改正する

条例 

  

地方税法の一部改正等に伴い、所

要の改正をしようとするものであ

る。 

改正の内容 

 

１ 地方税法の一部改正に伴う改正 

 (1) ゴルフ場利用税の特別徴収義務者が電磁的記録等で帳簿 

を備付け及び保存をする際の知事の承認の廃止 

(2) 新たに創設される特定卸供給事業に係る法人事業税の税 

  率の設定  

 

２ その他所要の改正 

                

（施行日 令和４年１月１日外） 

（税務課） 

 茨城県過疎地域等における県税の

特別措置に関する条例の一部を改正

する条例 

 

 過疎地域自立促進特別措置法の失

効及び過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法の制定に伴い、

所要の改正をしようとするものであ

る。 

 

改正の内容 

 

１ 課税免除範囲の拡大 

 (1) 課税免除の対象業種 

   「情報サービス業等」を追加 

 (2) 課税免除の対象となる設備投資 

   設備の改修、修繕等を追加 

 

２ その他所要の改正 

 
                   （施行日 公布の日） 

（県北振興局、財政課、福祉指導課、住宅

課） 

 過疎地域の持続的発展の支援に関

する特別措置法の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例 

 

 過疎地域自立促進特別措置法の失

効及び過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法の制定に伴い、

関係条例を一括整備しようとするも

のである。 

改正の内容 
 

 用語の整理 

  「過疎地域自立促進特別措置法」 

  →「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」等 

 

（参考）改正条例（３条例） 

 ・茨城県資金積立基金条例 

 ・茨城県社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸与条例 

 ・茨城県県営住宅条例 

 

（施行日 公布の日） 
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議   案 内    容 

（生活文化課） 
 茨城県立県民文化センターの設置
及び管理に関する条例の一部を改正
する条例 
 

 付属設備の追加に伴い、利用料金

について、所要の改正をしようとす

るものである。 

 

改正の内容 
 
オンライン配信設備セットを利用料金に追加 

 
  
 

  

                   

（施行日 公布の日） 

（感染症対策課） 

 茨城県新型コロナウイルス感染症

の発生の予防又はまん延の防止と社

会経済活動との両立を図るための措

置を定める条例の一部を改正する条

例 

  

 新型インフルエンザ等対策特別措

置法等の一部改正に伴い、所要の改

正をしようとするものである。 

 

改正の内容 

 

新型コロナウイルス感染症が新型インフルエンザ等感染症と 
して位置付けられたことに伴う引用規定の整備 

                

 

 

 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（福祉指導課） 

 生活保護法等に基づき保護施設等

の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

救護施設、更生施設、授産施設及

び宿所提供施設の設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

 

改正の内容 

 

１ 適切なハラスメント対策の義務化 

 

２ 感染症の予防及びまん延の防止等に係る取組等の義務化 

 

３ その他所要の改正 

 

 

                

 (施行日 令和３年８月１日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7



 

 

議   案 内    容 

（障害福祉課、青少年家庭課） 

 障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律に基づ
く指定障害福祉サービスの事業等の
人員、設備及び運営に関する基準等
の一部改正に伴う関係条例の整備に
関する条例 
 
 障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律に基づ
く指定障害福祉サービスの事業等の
人員、設備及び運営に関する基準等
の一部改正に伴い、関係条例を一括
整備しようとするものである。 
 

 

改正の内容 

 
１ 事業者等における電磁的記録による諸記録の作成及び保存
等に係る規定の追加 

 
２ 利用者等への電磁的方法による説明、同意等に係る規定の
追加 

 
３ その他所要の改正 
 
（参考）改正条例（10条例） 
・児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準を定める条例 

・社会福祉法に基づき婦人保護施設の設備及び運営に関する
基準を定める条例 

・児童福祉法に基づき指定障害児通所支援の事業の設備及び
運営に関する基準等を定める条例 

・児童福祉法に基づき指定障害児入所施設の設備及び運営に
関する基準等を定める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき指定障害福祉サービスの事業等の設備及び運
営に関する基準等を定める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき指定障害者支援施設等の設備及び運営に関す
る基準等を定める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき障害福祉サービス事業の設備及び運営に関す
る基準を定める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき地域活動支援センターの設備及び運営に関す
る基準を定める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定
める条例 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき障害者支援施設の設備及び運営に関する基準
を定める条例 

 

（施行日 令和３年７月１日） 
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議   案 内    容 

（道路維持課） 
 茨城県道路占用料徴収条例の一部
を改正する条例 
 
 道路法施行令の一部改正に伴い、
所要の改正をしようとするものであ
る。 

 

改正の内容 
 
１ 自動運行補助施設に係る占用料の追加 

（主なもの）水戸市所在の場合 
  ・自動運行車の運行を補助する電磁誘導線等 
   ３円（１メートルにつき１年） 
 
２ その他所要の改正 

 

                      （施行日 公布の日） 

（道路維持課） 
 道路法に基づき県道の構造の技術
的基準等を定める条例の一部を改正
する条例 
 
 道路構造令の一部改正に伴い、所
要の改正をしようとするものであ
る。 

改正の内容 

 
１ 自転車通行帯及び歩行者利便増進道路に係る技術的基準に
ついての規定の整備 

 
２ その他所要の改正 
 

 
                      （施行日 公布の日） 

（高校教育課） 

 茨城県県立学校設置条例の一部を

改正する条例 

 

県立中学校の新設に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

 

                 

改正の内容 

 

県立高等学校改革プラン実施プランⅠ期（2020～23）（第１

部）に基づき、併設型県立中学校（２校）を新たに設置 

 ・下妻第一高等学校附属中学校（下妻市下妻） 

 ・水海道第一高等学校附属中学校（常総市水海道亀岡町） 

 

 

（施行日 令和３年７月１日） 

（交通規制課） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律に基づき移動

等円滑化のために必要な信号機等に

関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に係る信号機等に関する基

準を定める規則の一部改正に伴い、

所要の改正をしようとするものであ

る。 

 

改正の内容 
  
 視覚障害者の移動等の円滑化に資する装置に係る規定を信号 
機に関する基準に追加 
 

 
 
 
 
 
 

                   

                      

                      

 （施行日 公布の日） 
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議   案 内    容 

 

（港湾課） 

 県有財産の売却処分について 

 

 事業用地として、那珂郡東海村大

字照沼字渚 768 番 40 ほか１筆の土

地を売却しようとするものである。 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

  ・那珂郡東海村大字照沼字渚 768番 40ほか１筆 

  ・土地 20,000.30㎡ 

(2)売却予定価格 

   464,006,960円 

(3)売却処分先 

   東京都中央区晴海一丁目８番８号 

    東洋埠頭株式会社 

     代表取締役 原 匡史 
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Ⅳ 報告事項 
 

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの 

事 項（専決処分年月日） 内    容 

 

（警務部監察室） 

 和解について 

（令和３年５月６日専決処分） 

 

 交通事故について、和解しようと

するものである。 

 

 

 

和解の概要 

(1)事故発生日時 令和元年 11月 25日（月）午後１時 55分頃 

(2)事故発生場所 つくば市竹園３丁目１番地 204地先県道上 

(3)事故概要 

小型乗用自動車を運転して出張途中、前方注視を怠り進行し、

信号で停止していた軽乗用自動車に追突、弾みで軽乗用自動車

が前方に停止していた普通乗用自動車に追突した事故（つくば

中央警察署所属） 

(4)損害賠償額 6,564,854 円 

   (全額、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払) 

 

 

（総務課） 

 和解について 

（令和３年５月７日専決処分） 

 

 交通事故について、和解しようと

するものである。 

 

 

 

和解の概要 

 

(1)事故発生日時 令和元年 12月 23日（月）午後２時 55分頃 

(2)事故発生場所 水戸市笠原町 1978番地の１地先県道上 

(3)事故概要 

   小型乗用自動車で出張途中、右折レーンから相手側Ｂの車両

が急な進路変更をして県有車の前に割り込んできたため、職員

が左側へ回避したところ、相手側Ａが運転する車両と衝突した

事故 

 (4)損害賠償額等 

①損害賠償額  1,869,366 円 

（全額、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払） 

  ②損害賠償請求額 59,158 円 
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